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財産分与の決定において、多額の財産を相続していた事情を考慮した事例

事実の概要

　Ｘ（元妻）・Ｙ（元夫）は、1985（昭和 60）年
12 月に婚姻をした。Ｙは、婚姻当時、大学生で
あり、大学卒業後、大学院に進学し、婚姻 13 年
後に、税理士資格を取得した。その後、Ｙは税理
士事務所を経営するとともに、有限会社の代表者
となっている。Ｘは、婚姻後は専業主婦として、
3人の子らの育児と家事を担ってきた。2015（平
成 27）年 8月 10 日、Ｙは、自宅を出て、Ｘと別
居し、離婚請求を行い、2019（令和元）年 8 月
22 日に離婚判決が確定した。同年 11 月にＸが、
Ｙを相手方として申し立てた財産分与の調停が審
判に移行した。
　原審において、提出されていた「婚姻関係財産
一覧表」には、Ｘ名義及びＹ名義の財産として、
不動産、預金、株券などの積極財産及び債務など
の各種の財産が記載されていた。原審は提出され
た「婚姻関係財産一覧表」に基づいて、清算的財
産分与の対象財産の範囲の判断を行ったが、Ｙが
父親らから多額の財産を相続していたことから、
Ｙ名義の財産について、特有財産の認定が争点と
なった。中でも、数件のＹ名義預金に関して、Ｙ
側が、Ｙ名義の各預金口座の基準日における残高
のうち、2882 万 7500 円は、Ｙの父から相続し
た特有財産であると主張したのに対し、原審は、
Ｙが父親から同額を相続したことは認められる
が、この相続した預金が、各預金口座に入金され、
基準時における残高の中に残存していたことを裏
付ける資料はないとして、Ｙの主張を退けた。た

だし、原審は、Ｙ名義の預金口座のうち、定期預
金の基準日における残高が2474万9875円であっ
た預金口座については、Ｙによる払い戻し及び預
け入れの事実経過から、そのうちの 974 万 9875
円の定期預金については、Ｙがその父から相続し
た預金（Ｙが主張した 2882 万 7500 円のうちの、預
金 2口総計 888 万 1229 円に相当する預金部分）が
継続して維持、増殖されてきたものであると認め
られるとして、Ｙの特有財産と認定した。原審は、
清算的財産分与対象財産の認定及びその評価を踏
まえ、Ｘ・Ｙの寄与度を同等と評価し、Ｙに対し
て、財産分与として総額 5441 万円をＸに支払う
べきとした。これに対して、Ｙが抗告を行った。

決定の要旨

　「当裁判所は、原審と異なり、Ｙは、Ｘに対し、
財産分与として 5000 万円を支払うことを命ずる
のが相当であると判断する。」
　（原審判断を変更した理由にかかわる部分について
の要旨は、以下の通りである。）
　Ｙが、Ｙの父から、計 2882 万 7500 円の預金
を相続したことが認められるが、「このうちの
888 万 1229 円は後記（3）の番号 2 － 6 の預金
において考慮されており、残額については」、こ
の相続した預金が番号 2－ 1 ないし 2 － 5 の各
預金の口座に入金され、基準時における残高の中
に残存していたことを「認めるに足りる的確な資
料はないから」Ｙの主張は採用できない。「もっ
とも、Ｙの相続した 2882 万 7500 円の預金は高
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額であり、Ｘには収入がなく、一方でＹの基準日
までの収入に照らして、同相続預金の取得は、後
記（3）の番号 2－ 6の預金において考慮する部
分を除き、資料上は特定できないものの、基準日
におけるＹ名義の財産を増加させ、あるいはその
費消を免れさせたものと推認できるから、それを
本件における財産分与において、合理的な範囲で
考慮するのが相当であるので、後記認定のとおり、
上記相続預金の取得の事実を財産分与における一
切の事情として考慮することとする。」
　Ｘ名義の資産及びＹ名義の資産の合計 1 億
1138 万 4415 円 の 2 分 の 1 に 当たる 5569 万
2208 円から、Ｘ名義の資産の合計 128 万 0233
円を控除すると、5441 万 1975 円となるが、Ｙは、
「父死亡による相続により約 2883 万円もの多額
の預金を相続しており、上記 3（3）の番号 2－
6の預金において考慮した約 888 万円の預金を控
除しても、約 2000 万円の預金を取得していたも
のであるから、これらの預金により、基準時財産
が増加し、あるいは支出を免れたことが推認され
るところ、これらの事情のほか、本件に現れた一
切の事情を考慮すれば、ＹからＸに対し、財産分
与として 5000 万円を支払うものとするのが相当
である。」

判例の解説

　一　本件事案の特徴と本件決定の意義
　本件は、婚姻期間約 33 年（そのうち同居期間は
約 29 年）の夫婦について、離婚後に、妻が財産
分与請求を行った事案である。本件では、清算的
財産分与の対象財産の範囲に関して、夫名義の財
産についての特有財産性が争点となった。婚姻中
に夫は、父らからの相続や資金援助によって、不
動産持分権、多額の預貯金等を取得していたが、
これらが、基準時における夫名義の財産の中に存
在するとして、夫は特有財産性を主張した。原審
において、夫名義の不動産に関しては、その 2分
の 1 は、父からの相続により取得した特有財産
に当たると認定された。しかし、夫名義の預金に
関しては、父らから相続した多額の預金の一部に
ついてのみ、これが夫名義の預金として継続して
維持、増殖されたものとして特有財産と認定され、
これ以外は、特有財産と認める証拠がないとした。
結果として、原審における夫から妻への財産分与

額は、5441 万円とされた。これに対し、本決定は、
原審による夫名義の預金に関する特有財産部分の
認定判断自体は維持しており、清算対象財産の範
囲及びその額についての判断は原審と同様といえ
る。しかし、夫名義の預金の中で特有財産と認定
された額を除いても多額の預金を相続していた事
情を財産分与の「一切の事情」として、合理的な
範囲で考慮するのが相当として、夫が支払うべき
財産分与額を 5000 万円に減額変更した。本決定
は、最終的な「財産分与の額」の決定において「一
切の事情」を考慮する裁量的判断を加えたものと
いえる。

　二　清算的財産分与と裁判実務
　１　民法 768 条が財産分与に関する唯一の規
定であり、1947 年民法改正の際に新設された規
定である。民法 768 条の立法経緯をみれば、夫
婦財産制（民 762 条）に関して主張された、婚姻
中に取得した財産を共有財産とする夫婦共有財産
制の採用に代わるものとして、婚姻解消時（離婚
時）の財産分与において夫婦財産の清算を実現す
る趣旨で、同条 3項に「当事者双方がその協力に
よって得た財産の額」を財産分与決定の考慮要素
とすることが規定された。さらに、立法者からは、
財産分与には、夫婦財産の清算だけではなく、離
婚後扶養や慰謝料が含まれ、財産分与の決定にお
いては、家庭裁判所には「その他一切の事情」を
考慮する裁量的判断が認められるとされた１）。必
ずしも条文上明確とはいえない財産分与の性格に
ついては、学説・判例による議論に委ねられたが、
財産分与の趣旨が清算的要素を中心とするもので
ある点については概ね一致している２）。また、家
庭裁判所の裁量に委ねられた財産分与の具体的判
断に関しては、裁判実務を通じて、清算的財産分
与の決定プロセスが精緻化されてきている。

　２　判例３）が、清算的財産分与を「夫婦が婚
姻中に有していた実質上共同の財産を清算分配す
るもの」としていることから、裁判実務による清
算的財産分与の決定は、①清算対象財産の確定・
評価、②清算割合、及び、これに基づく具体的取
得分（額）の決定、③分与方法の決定と、給付命
令の内容特定というプロセスにより行われる４）。
　先ずは、①清算の対象となる財産の確定が必要
となるが、清算対象財産は「夫婦の協力によって
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得た財産」、いわゆる実質的共有財産とし、婚姻
前に有していた財産や、婚姻中の取得であっても
相続・贈与等によって得た財産は夫婦の協力の成
果とはいえず、各自の特有財産として清算の対象
とはならない。そこで、裁判実務においては、基
準日５）において存在する、夫婦各自名義の財産、
及び、夫婦共有名義の財産について夫婦双方に婚
姻関係財産一覧表の作成提出を求め６）、それに基
づいて、清算対象から除かれる特有財産を認定し、
清算対象財産の確定を行う。特有財産の認定に当
たり、当事者間で争いがある場合は、特有財産で
あることを主張する側がそれを証明すべきとされ
ており７）、立証できない場合は、実質的共有財産
として分与対象財産と扱われる８）。例えば、相続
により取得した預金は特有財産であり、取得後も
基準日まで、本件定期預金のように他の資金とは
区別され独立して維持管理がなされていた場合に
は、この経緯を立証すれば、特有財産であるとの
認定もなされる。しかし、相続により取得した預
金を、婚姻後の収入などが入金されている口座に
入金した場合は、特有財産と実質的共有財産とが
混在する状態となり、通常、そこから生活費など
が支出されて入出金が繰り返され口座残高も増減
が生じる。清算対象財産の確定のため、基準日の
口座残高から特有財産部分（額）を区別すること
は困難であり、単に、相続により取得した預金額
を証明するだけでは、特有財産の証明としては不
十分であって９）、他の証拠資料によって特有財産
部分を証明できない場合は、特有財産性を失った
と解され、口座残高は実質的共有財産と扱われ
る 10）。本件において、原審も本件決定も同様の
判断に基づいて、清算対象財産額を確定している。
　基準日における口座残高のうちの特有財産部
分の証明ができないため、相続により預金を取得
したことが、清算対象財産額の確定の段階では考
慮されない結果となってしまうことについては、
次の②清算割合（寄与割合）や具体的取得分（額）
の判断の段階において考慮すべきとの見解があ
る。相続により取得した預金が基準日にそのま
ま残っているということの証明ができなくとも、
これが、預金口座の残高の維持・形成に一定の寄
与をしているとも考えられ、相続により預金を取
得していた事情を「一切の事情」として斟酌する
のが、当事者間の衡平の観点からも相当であると
する 11）。本決定も同様の見解に立つと考えられ

る 12）。

　三　清算的財産分与と夫婦財産制
　１　清算的財産分与に関する裁判実務に対して
は、婚姻中の夫婦財産関係の規律である夫婦財産
制（法定財産制、民法 762 条）との関係で疑問が
示されている 13）。判例 14）・通説 15）は、民法 762
条が別産制を規定したものと理解し、夫婦財産の
個人帰属を基本とする。これに対し、裁判実務が、
別産制を修正する立場である実質的共有説を根拠
として 16）、清算的財産分与を「婚姻中の夫婦の
協力により取得した」実質的共有財産の清算と捉
え、特有財産（個人帰属）であることを証明でき
ない限り清算対象と扱う点で、法定財産制（別産
制）との整合性の欠如が指摘されている 17）。
　裁判実務が依拠している実質的共有説 18）は、
民法 762 条 2 項の共有推定が、夫婦間では実体
法上の意味を持ち、婚姻中に「夫婦の協力により
取得した財産」を、名義にかかわらず実質的に共
有に属する＝実質的共有財産と推定する規定と解
するものではある。しかし、婚姻中の対第三者関
係では 2項の共有の推定は及ばないとしており、
婚姻解消時の夫婦財産の清算の根拠としての主張
にとどまる。実質的共有説が、民法 762 条 2 項
の共有推定を離婚の際の清算的財産分与に結びつ
ける裁判実務に着想を与えたことは確かではある
が、768 条 3項は「当事者双方がその協力によっ
て得た財産の額」を財産分与の決定における考慮
要素として挙げているにとどまり、清算対象財産
の性質や範囲を明確にした上で、夫婦財産制の清
算と関連づけているわけではない。

　２　比較法的 19）には、多くの国が夫婦財産の
清算を離婚給付から切り離し、夫婦財産制の終
了（解消）時の清算手続として規定している。と
りわけ、日本と同様に、婚姻中の別産制を基本と
しつつも、婚姻解消時に夫婦財産の分配を実現し
ようとする、複合財産制がある。その中にも、例
えば、フランス法の約定財産制である後得財産分
配制では、夫婦財産制の解消時に存在する財産額
から、当初財産（婚姻中に無償取得した財産も含む）
を差し引き、婚姻中の増加額＝後得財産額を算出
して、増加額が少ない方が多い方に対し差額の 2
分の 1の分配請求権を持つ（仏民 1569 条）。後得
財産として分配の対象に含まれることを避けるた



4 新・判例解説Watch4

新・判例解説 Watch ◆ 民法（家族法）No.153

めには、当初財産であることを主張し、証明しな
ければならず、当初財産であることを証明できな
かった場合には、後得財産と扱われ分配対象に含
まれる（仏民 1570 条 3項、1402 条）。

　四　結び
　日本の夫婦財産制に関して、立法論ではあるが、
財産分与から清算的要素を切り離し、夫婦財産制
の枠内に位置づける改正提案が既にいくつかなさ
れており 20）、フランス法と同様に後得財産分配
制の提案もある 21）。これによれば、婚姻中は別
産制が基本であり、夫婦各自が取得した財産は、
個人に帰属する固有財産となるが、婚姻解消時に
は、婚姻解消時の固有財産と婚姻時の固有財産の
差額が後得財産として、その 2分の 1 が他方配
偶者への分配対象額となる。後得財産からは、婚
姻前財産だけではなく、婚姻中に無償取得した財
産が除かれるが、そのためには、これらが、他の
財産から分別され独立して管理されていることが
必要とされている。清算的財産分与に関する裁判
実務は、こうした後得財産分配制への改正提案を
先取りしたものともいえる。
　しかし、明文規定もない中で、民法 768 条の
財産分与における清算対象財産の認定をめぐっ
て、特有財産であることの主張・立証を求めてい
ることが、財産分与の審理の長期化の一因とも
いわれており 22）、本決定のように「一切の事情」
を考慮する裁量的判断によるのが相当との見方も
ある 23）。やはり、本来は、夫婦財産制の改正提
案にあるように、清算対象財産の明確化や、相続
による取得財産も分別管理されていない限り清算
対象に含まれることを明文化することが、当事者
からの納得を得るためにも必要と思われる 24）。
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